チャランケ通信　第６号　2013年3月25日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
前内閣官房参与　峰崎直樹
桜満開、志賀桜さんの『タックスヘイブン』（岩波新書）に満足
北海道の寒さとは打って変わって、東京では例年よりも早く桜が開花し、千鳥ヶ淵を始めとする桜の名所では満開になったようだ。昨年は、東京での標本木とされている靖国神社境内の桜が開花したのを見たのは、確か3月の末だったように記憶している。本当に季節の動きは、不確実なものだ。
桜という名前で皆様に紹介したいのが、『タックスヘイブン』という岩波新書（今年3月19日新発売）を書かれた志賀桜さんだ。桜という名前から女性と思われる方がいるかもしれないが、男性で剣道の達人でもある弁護士さんだ。志賀さんの略歴を見ると、東京大学在学中に司法試験に合格され、大蔵省に入省して国際金融や国際租税など数々の国際交渉の修羅場をも経験し、時には命を失う危険性すら遭遇されてきたことは、この著作の中でも明らかにされている。大変な秀才であると同時に胆の座った官僚であり、今は弁護士として辣腕を振るわれている。政府税制調査会の専門家会議の場などでは、歯に衣を着せない手厳しい問題指摘がなされたことが思い出される。小生などは、志賀さんに教わりながら税制改革、とりわけ国際租税関係について発言してきたのであり、今回の『タックスヘイブン』は待望久しい著作だったのだ。
９・１１以降、テロリスト対策としてタックスヘイブンも対象に、マネーロンダリング対策を強化し始める
中身については、先ほど述べたようにご自身の経験談（公務員の守秘義務との関係でぎりぎりの範囲）を交えながら、国際租税というなかなか複雑で巧妙な仕掛けを、できるだけわかりやすく解説されており、初めて国際租税の内実を学ぶには最適な著作と言えよう。とくに、我々がタックスヘイブンという言葉から連想する「カリブ海のヤシの木が生い茂る小島」というのもさることながら、何とイギリスのロンドン・シティやアメリカのニューヨーク・マンハッタン、デラウエア州といった先進国のオフショア市場や規制の緩やかな企業法制の存在が、タックスヘイブン改革の前に大きく立ちはだかっており、なかなか一筋縄ではいかない現状も指摘されている。
そうした中で、アメリカは9・11以降、テロリストに対するマネーロンダリングを防止するべく様々な情報を金融機関から取り立て始めており、預金者の
守秘義務に関しては、難攻不落とみられていたスイスの銀行から預金者情報を出させることに成功している。ドイツでは、お隣のリヒテンシュタインに富裕層が大量の預金をしていたことを、一人の男が持ち出した資料によって暴露され、ドイツ政財界の大物が辞任に追い込まれるに至っている。そして、今回のキプロスというエーゲ海に浮かぶ小さな国が、ＥＵから改革を迫られ、一回限りとはいえ銀行の預金に対する課税を提起し、さまざまの曲折があり課税の撤回から再び課税に踏み切ろうとしている。だが、そこから浮かび上がってきたのがロシアの富裕層のお金であり、ロシアマネーがキプロスに送られ、マネーロンダリングされていたのでは、と疑われている。現にキプロスの銀行預金約680億ユーロの3分の1はロシア人かロシア企業が保有しており、今回の約10％の預金課税が実施されれば、実に20億ユーロ（日本円に換算して約2500億円）にも達する。それだけに、ロシアのメドベージェフ首相は「他人のお金の没収だ」とキプロス政府を非難したという。
国際的なタックスヘイブン対策、これからの重要課題
今後の展開がどのようになっていくか、予断を許さないのだが、志賀さんも指摘するように、問題の根源には「過剰流動性」の存在がある。先進国がこぞって金融の量的緩和を進めていることが、バブルを引き起こすとともに、ヘッジファンドがタックスヘイブンを使いながら暗躍している実態をどう規制していけるのか、ということが重要になってくる。その意味で、OECDが世界のタックスヘイブンとして指定した国々を、情報公開したことの影響は大きく、今後とも、世界各国は情報交換をしっかりと進めていくべきだろう。また、タックスヘイブン税制の拡充も重要であり、最近のＥＵでは、金融取引税の導入が論議されており、その動向に注目が集まっている。さらに可能であれば、将来的にも世界納税者番号制度を構築していく必要があるのかもしれない。
もっとも、日本の場合、ようやくマイナンバー法案が国会で衆議院の審議に入ったばかりであり、今国会で成立したとしても、実際の適用は2016年からとなる。遅きに失したとしても、マイナンバーの成立の歴史的な意義はまことに大きいものがある。
いずれにせよ、この『タックスヘイブン』はぜひとも一読をお勧めしたい。
アベノミクスについて(その１)
さて、前号でお約束したアベノミクスについて、何回かに分けて私自身の見方を述べていきたい。
周知のように、アベノミクスというのは3本の柱からなっている。一つは、金融緩和を通じたデフレからの脱却であり、2つ目には財政支出を通じた需要拡大政策であり、3つめが経済成長戦略の実現である。いずれも、大なり小なりこれまで試みられてきた代物であり、今までは失敗してきたと批判されているのだが、第一番目の金融緩和については、実際に緩和政策をとると安倍総理を始めとする政治家が明言したことによる円安と株価の上昇が生じており、人々にデフレからインフレへと「期待」を持たせることに成功したのではないか、とされている。今回は、この金融緩和によるデフレからの脱却についてどのように考えたたらよいのか、検討してみたい。
貨幣数量説では説明できない現実
デフレもインフレも貨幣現象であり、日銀の金融政策の誤りこそがデフレの元凶である、と声高々と批判され続けてきたのが今回副総裁に就任された岩田喜久男元学習院大学教授であり、元イエール大学教授の浜田宏一内閣官房参与らである。この方たちが依拠している理論は貨幣数量説であり、簡単に言えば貨幣を市場に大量に出回らせれば貨幣価値が下落し物価が上昇していくはずである。デフレからインフレへの転換ができないのは、日銀が貨幣を大量に供給しないからだ、というものだ。
ここで注意が必要なのは、日銀が貨幣を供給したり吸いあげたりする道筋は、銀行など金融機関を通じてであり、各金融機関が日銀に開設している口座に国債などの資産を販売する代金として日銀から振り込まれるもので、その金融機関が保有する貨幣が実際に企業の設備投資や住宅ローンに使われるかどうかは、日銀がコントロールすることができず、実際に需要があるかどうかにかかわってくる。ここ20年近く、日本の場合、貨幣供給の量的拡大が設備投資等の資金として市場に出回らずに金融機関が保有し、大部分を国債の購入に充てているという実態が出てきている。
つまり、企業がリスクをかけて投資をしなくなっているがゆえに、金融緩和をしても実体経済に対してほとんど影響がなくなっている。つまり、貨幣数量説は現実の日本経済には通用しなくなっているのであり、声高に日銀の金融政策を批判しても、現実に効果がないことが証明されているのだ。
誰が、どうやってイノベーションを起こせるのか
問題は、ここからであり、デフレであるがゆえに民間企業が設備投資をしようとしても、価格上昇しないためにリスクが大きすぎてシュリンクしているとみるのか、それとも、民間企業のイノベーションが不足しているために、企業は設備投資どころか減価償却分も含めて内部留保を拡大しているのであり、イノベーションを起こさせ日本経済の成長を高めていくことの重要性を説く見解に分かれる。特に、デフレが持続している背景には、一貫した名目賃金の下落があり、アメリカやＥＵの国々でインフレからデフレにならないのは、名目賃金の上昇があるからだ、というのである。ニワトリが先か卵が先かという感じになりやすいのだが、問題はどんな分野でイノベーションが起きる可能性があるのか、という点なのだ。ここは、アベノミクスの第2第3の政策、とりわけ成長政策に絡んでくる。
かつて高度成長時代に「３Ｃ」と言われたカー、クーラー、カラーテレビという「三種の神器」のように、耐久消費財が作っては売れ、設備投資が拡大して雇用拡大や賃金上昇が起き、それによってさらに売れていくという好循環に今はない。われわれの生活は、もはや発展途上の国とは違い、成熟社会へ移行しており、耐久消費財が飽和化しているのだ。もちろん、我々の生活スタイルを一変させるような新しいイノベーションが起きてくれれば、多くの人たちはこぞって新しい商品・サービスを購入するのだが、残念ながら今のところ我々が欲しいものは、サービス分野やエネルギー環境分野に残されているのだ。医療・介護・保育・教育・エネルギー等の分野における国民の潜在的な需要は大きい。この分野こそ新しい需要先として成長分野に引き上げていくべきだ、という点でも多くの識者に異論は少ない。
市場原理に任せてはいけない、医療・介護・子育て。教育
問題は、それが市場原理に任せたらどうなるのか、という点にあるのであって、規制緩和を通じた市場原理に任せれば、今の日本の教育を見てもわかるとおり、豊かな者は「よい教育」が、貧しいものは「低い教育」しか受けられず、格差が大きく拡大し再生産されているのが実態である。民間に任せていてはリスクを取って投資に動こうとしない中で、政府が再分配政策を通じてこのような新しい需要を拡大し、雇用を作り上げていくことが今ほど必要とされているときはない。土建国家から福祉国家へと大きく展開していくことでデフレからの脱却を進めていくべきだ、というのがこれまで私が主張してきた見解である。もちろん、民間からあたらしいイノベーションが起これば、国民はその新しい商品の購入に向かい、やがてお金や人材がそちらに動いていくわけで、それが動かない中で、大量の失業者を救済すべく政府こそが需要創出に動く以外にない。先ほど指摘した分野は、市場に任せては上手く機能しにくい分野でもある。だからこそ政府の出番なのである。
このような見解は、かつて菅総理が「第三の道」として「増税しても景気を上昇させことができる」と、主張された路線でもある。（後掲「増税による雇用創出」参照）
インフレが起きても賃上げが無ければどうなる
さて、少し脱線したので、元に戻ると、日銀がインフレを起こすためには何でもやる、ということを打ち出す中で、賃金が上がらなければ国民生活にとってはダメージが大きく、需要を冷やしてしまうのでは、という批判が展開され、安倍総理が経済界に賃上げを要請するという珍妙な展開になったのである。経済界は、賃金を上げるためには生産性の向上が必要だと主張し、まだまだ実体経済の好転が望めない中では全面的に賃上げに踏み切るまでには至っていない。一部のコンビニなどの業界で賃上げが実施されたようではあるが、かつての春闘のように大企業だけでなく中小企業まで含む横並びの引き上げには至っていない。政府も、企業にだけ頼むのではなく、自分たちで主導できる道がある。すなわち、最低賃金の引き上げや、同一労働同一賃金といった原則を適用することである。その方が、デフレからの脱却に向けた早道なのではないだろうか。
結局、資産（株や土地）バブルに転化する以外にないのでは
他方で、円安の展開とともに株価の上昇や地価の底入れといった効果が出てきており、安倍総理が鬼の首でも取ったように成果として挙げられているのだが、資産市場と財市場とでは異なるのであり、このままでいけばバブルを引き起こすことに繋がる危険性が極めて大きい。現に、1980年代後半のバブルが発生したとき、消費者物価は１％台と低く、２%には到底なっていなかったことを改めて考える必要がある。そうした時に、バブルを潰すべく金融政策のかじ取りを、物価が２%になっていなくても転換できるかどうか、日銀の独立性にかかわってくる。黒田日銀の存在価値が問われる局面であろう。
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